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1. 研究の目的 

周産期プレホスピタルケアにおける施設外分娩対応の教育プログラム開発のための基礎資

料に資することを目的に、救急隊員の学習ニードを解明する 

 
2. 研究の内容・実施経過 
１）背景 

わが国では、産科医師不足による分娩取り扱い中止等により、分娩施設が集約化され減少傾

向にある（厚生労働省, 2022）。この現状は、地域によっては居住地から自家用車での医療施

設までの移動に時間を要する状況を招き（奥平ら, 2017; 伊達岡ら, 2015）、病院外や病院到着

前に分娩に至ってしまう（以下、施設外分娩とする）リスクにつながる。施設外分娩では、

産婦や児に周産期合併症発症のリスクが高くなり、救急隊員による初期対応、すなわちプレ

ホスピタルケアはより重要となる。しかし、救急隊員にとって病院前周産期症例に関わる出

動要請は年に数回あるのみで、経験によりその知識や技術を修得することは困難といえる。

宮園ら（2017）の全国の消防本部に対して行った病院前周産期救護の現状と教育についての

調査では、過半数の消防本部（52.49％）において病院前周産期救護教育が行われておらず、

大多数の消防本部（84.65％）は生涯教育が必要と回答しているものの、実施には至っていな

かった。その理由として、周産期救急は専門性が高く、消防署内独自の研修企画・運営が困

難であることがあげられている（宮園ら, 2017）。また、同調査において、施設外分娩への対

応方法に関する教育の機会について、「強く必要だと思う」救急隊員は全体の 74％を占めて

いた。この施設外分娩への救急対応は、他の救急対応と比して極めて特殊、かつ母児の生命

に直結する事案であり、多くの救急隊員は出動先や救急車内での分娩への対応への遭遇に不

安を抱いている（奥平, 2020; 住友ら, 2013; 宮園, 2010）。加えて、周産期救急は症例数が少な

いため、経験を重ねてその対応を学習することが困難であり、教育の機会を「強く必要だと

思う」救急隊員の多さに反映しており、救急隊員に向けた施設外分娩対応の教育プログラム

の作成は必要に迫られている。 

学習効果の得られる教育を提供するためには、その学習ニードを把握する必要がある（杉森, 
舟島, 2014）。しかし、先行研究を概観した結果、救急隊員の周産期救急に関連した学習ニー

ドを調査した研究は現在までに着手されていない。 
学習ニードとは、学習者が目標達成に必要であると感じている知識・技術・態度であり、こ

れらは、学習経験により充足または獲得可能なものである （杉森, 舟島, 2014） 。学習ニー

ドにおいて救急隊員が目指す目標達成とは、妊産婦および新生児の救命である。救急隊員の

学習ニードを解明することは、妊産婦および新生児の救命活動に直結する、学習効果の得ら

れる教育プログラムの作成につながる。 
２）研究デザイン 

質問紙調査 

３）対象 
  全国に設置されている消防本部および消防署で就業する救急隊員（救急救命士の有資格

者を含む）のうち、研究承諾の得られた施設に在籍し、かつ同意の得られた救急隊員。 

４）データ収集方法 
①全国にある消防本部・消防署の長宛に研究協力を依頼する。 

②研究協力の依頼文書送付時に、研究協力を得られる場合は、調査協力の得られる救急隊



   

 
員数の明記を求め、その際協力いただける救急隊員には、施設外分娩対応経験のある救

急隊員がいる場合は、その隊員を含めてもらえるように依頼する。 

③研究協力の承諾の得られた消防署には、後日改めて質問紙、依頼文（研究協力者用）、研

究説明書および返信用封筒を封入した封筒セットの必要部数を施設長宛に送付し、当該

施設の救急隊員に個別に配布してもらう。配布方法は施設の長に一任する。質問紙配布

時、救急隊員には「質問紙への回答は自由意思であり、回答しなくても不利益は生じな

い」旨を説明してもらう。 

【研究の実施経過】 
4月  倫理審査提出書類の作成。 

5月  大学の倫理委員会に倫理申請する。 

7月 
 大学倫理審査の承認得る（承認番号：新看大 023-05）。 

 7月末：全国の消防署（1553 消防署）に研究協力依頼文書を発送。 

8月 

 99 消防本部および 300 消防署から研究への協力同意書の返信が得ら

れた。 

 8月末に同意の得られた各消防本部および消防署へそれぞれの研究協

力可能人数分の質問紙を発送した（研究協力可能救急隊員数合計 1307

名分）。 

9～1月  返信された質問紙のデータ入力 

2月  データの整理、分析 

 
3. 研究の成果 

送付した質問紙1307名分ののうち1118人の救急隊員から質問紙を回収した（回収率85.5％）。

施設外分娩に対応するための学習ニードのある救急隊員は 88％であり、「周産期救急は現場

での経験が少なく救急活動に不安がある」「周産期救急に関して学ぶ機会がない」という意

見が大多数であった。学びたい内容として多かったのは、「分娩介助や新生児の処置に関す

る基礎知識」であった。 
2024 EAFONS で発表した、本研究の成果は報告書に学会発表のポスターを添付しています。 
（資料１参照） 
 

4. 今後の課題 
 現在整理、分析を行っているデータは、カテゴライズを行い「救急隊員の施設外分娩対応

に向けた学習ニード」として学会発表および論文投稿を行う。 

 今回の全国調査では、各消防本部あるいは消防署から個別の問い合わせをいただくなど、

救急隊員の皆様に本研究の意義をご理解いただき、また本研究に寄せられている期待の大

きさが明確になった。救急隊員の「施設外分娩対応」に向けた教育プログラムの開発に向

けて研究をさらに発展させていく必要がある。 

 今後は教育プログラム開発に向けて、全国の消防本部、消防署における周産期救急の抱え

る現状（現時点での施設外分娩対応に向けた研修等の実施状況、研修を企画運営するため

の課題：マンパワー、教材（シミュレーターの有無）など）についての調査や、その地域

格差等の現状把握を行う必要がある。 

 また、産婦人科医師等とも連携を行う必要があるため 



   

 
 教育プログラムを全国レベルの消防本部共通のものとしていくには、消防本部の管轄であ

る総務省消防庁にも本研究の意義、教育プログラムの必要性について周知してもらう必要

がある。そのためにも前述した現状分析のための研究を引き続き行いデータ収集していく

必要がある。 

 今年度笹川保健財団で採択いただいた研究を 2024年度は公表等を積極的に行っていく。 

 

5. 研究の成果等の公表予定（学会、雑誌）    
 2024 EAFONSにおいてポスター発表を行なった（2024 年３月６日〜７日） 

 本分析終了後、学会誌に投稿予定。投稿先は現在検討中です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



   

 

 

資料１ 


